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1.研究目的 

 重力式擁壁は、構造の単純さ、

施工の容易性のために、道路擁壁

を中心にして今日でも広く用いら

れているが、兵庫県南部地震を契

機として各種土木構造物の耐震設

計法の見直しの必要性が叫ばれる

中、その耐震設計法の見直し合理

化が必要となった。 

重力式擁壁の現行耐震設計法

は、地震力を静的荷重に置き換え

たうえで土圧及び慣性力を算出す

る震度法であり、土圧については

物部・岡部式を代表とするクーロ

ン土圧を地震時に援用する手法を

用いて算定している。しかしなが

ら、地震時の動的な現象を静的な現象に置き換えることの妥当性については明確な根拠は

無く、現行設計法で採用している震度はレベルⅡ地震動に比較して小さな値となっている

ことや、小規模な擁壁については地震時の検討を省略することは危険側の設定であり、ま

た、地震時の土圧の算定手法が本当に正解値を与えるのか等については明らかとはなって

いない。 

図 1 現行設計法の前提条件 
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壁面摩擦係数：φ/2

底面摩擦係数：2φ/3
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したがって、従来の震度法による重力式擁壁の設計は、前面土圧抵抗の無視、安全側の

盛土のせん断強度の設計値の採用、安全率による安定性評価という安全側の結果が得られ

るような各種の余裕を持った設定をすることにより、現象の不明な面をカバーする設計法

であると言える。(図 1) 

そこで、本研究は、現行設計法を合理化するためには地震時の重力式擁壁の実挙動を明

確に把握したうえで、実際の挙動を適切に設計に反映することが必要であるとの考えの下

に、旧建設省土木研究所において行われた実験により得られたデータを詳細に分析するこ

とにより、重力式擁壁の地震時挙動を把握し、当該挙動を適切に震度法に取り入れること

による現行設計法の合理化を目的として行ったものである。 
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2.研究手法 

 実験は、図 2 に示すような模型を、地盤条件、模型形状等を変化させることにより数種

類作成したうえで遠心力載荷装置により遠心場に置き、実物と同じ地盤・構造物の変形・

応力状態を模型で再現して行った。重力式擁壁に作用する土圧は分割ロードセルにより、

擁壁および裏込土の変位はレーザー変位計により計測するとともに、高速度カメラを用い

て擁壁と裏込土に設置されたターゲットの座標を高精度に計測した。その結果得られた加

速度・土圧・変位・座標データを用いて、重力式擁壁の地震時挙動を詳細に分析した。 

図 2 全体側面図 
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3.結論 

（１）物部・岡部理論が想定している地震時に

おける擁壁の挙動は、以下 3 点において実際に

生じる地震時挙動を適切に表現していないこと

から、物部・岡部式による地震時土圧を用いる

ことは合理的ではない。 

①物部・岡部理論の想定では、地震時におい

て裏込土は、すべり線に沿った土くさびが主

働時には剛体的に落ち込み、受働時には抜け

あがることになっているが、実際には、すべ

り線より擁壁側の部分全体が、擁壁の変位に

追随するようにして塑性変形している。(図

3) 図 3 変位ベクトル・変位量コンター線図

②物部・岡部理論の想定では、裏込土が擁壁

の転倒側に加振された時、土圧は常に増加し、

また三角形分布をすることになっているが、

実際には、入力加速度と土圧との間には直接

的な相関関係は無く、分布も時間変動してお

り三角形分布でもない。(図 4) 
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図 4 土圧分布図 

③物部・岡部理論の想定では、裏込土・擁壁

全体に対して加速度が同時一様に作用し、位

相差は無いことになっているが、実際には、

擁壁内において入力加速度は速やかに伝達し、

遅れて裏込土内を伝達して行く。(図 5-1,2) 

 

 
(case21,神戸波:卓越 2.0Hz,600gal) 
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図 7-1 新設計法による安全率の算出 図 7-2 ピーク加速度の換算係数 
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（２）以下 6 点のように現行設計法（震

度法）を改良することにより、合理的

な耐震設計法を提案した。 

①図 6 から、背面土圧増分は慣性力

が極大時にゼロ以下となっており、

また、作用位置は擁壁高の 0.4 倍の

位置を中心に変動していることが分

かる。したがって、背面土圧は常時

主働土圧を用い、作用位置は擁壁高

の 4 割地点とする。 

②図 7-1,2 から、不規則波のピーク

加速度から新設計法による限界加速

度への換算係数は 2.1 となることが

分かる。したがって、設計ピーク加

速度を兵庫県南部地震動クラスの

820gal として、設計震度は 820÷980

÷2.1=0.4 とする。 

③図 8 から、前面土圧抵抗は背面土

圧を相殺するほどの大きさがあるこ

とが分かる。したがって、前面土圧

抵抗を適切に評価する。 
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図 5-2 加速度分布図 図 5-1 加速度時刻歴 
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④実験の結果、壁面摩擦係数

は地震時においても常時と同

一の値が発揮していることが

分かった。したがって、地震

時も常時と同一の値を用いる。 

 　               〃     　             (20.0～20.5秒)

⑤盛土のせん断強度は擁壁の

安定に大きく影響を及ぼすこ

とから、設計においては土質

試験を行うことにより現地の

値を用いることとする。 

⑥実験の結果、擁壁が転倒す

ることにより、つま先部に応

力が集中していることが分か

った。したがって、つま先部

分については、コンクリート

置き換え等地盤改良を施すこ

とにより、支持力破壊を防止

する。 

図 8 水平方向土圧差分と擁壁変位 
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（３）入力地震波の震度を入

力、擁壁に作用する土圧増分

6 成分(背面、底面、前面×鉛

直、せん断)を出力と考え、入

力と出力の相関が最大となる

よう土圧増分時刻歴の時間軸

調整(図 9 参照)を行うことに

より、入出力関係を次のよう

な簡単な経験式により定式化

し、当該経験式を用いて擁壁

の加速度、変位の算出ができ

ることを示した。 図 9 時間軸調整(模式図) 

 

背面鉛直土圧：Ｐ１＝Ｐ１０＋ΔＰ１：ΔＰ１／α１＝ｋｈ×β１  α１＝１／２×γ×Ｈ１
２

背面せん断力：Ｆ１＝Ｆ１０＋ΔＦ１：ΔＦ１／α１＝ｋｈ×γ１  α２＝Ｍ×ｇ 

底面鉛直土圧：Ｐ２＝Ｐ２０＋ΔＰ２：ΔＰ２／α２＝ｋｈ×β２  α３＝１／２×γ×Ｈ２
２

底面せん断力：Ｆ２＝Ｆ２０＋ΔＦ２：ΔＦ２／α２＝ｋｈ×γ２       Ｈ１:擁壁高さ 

前面鉛直土圧：Ｐ３＝Ｐ３０＋ΔＰ３：ΔＰ３／α３＝ｋｈ×β３       Ｈ２:根入深さ 

前面せん断力：Ｆ３＝Ｆ３０＋ΔＦ３：ΔＦ３／α３＝ｋｈ×γ３      Ｍ:擁壁重量 

                              Ｐ,Ｆ*０:各成分初期土圧 

表 1 土圧算定係数一覧 

背面 底面 前面 
水平震度 

β１ γ１ β２ γ２ β３ γ３２ γ２ β３ γ３

ｋh≧０(受働側) 0.3 0.5 -0.7 0.5 -5.0 5.0 

ｋh＜０(主働側) 0.15(0.3) 〃 -0.35 〃 -10.0 〃 

注) ( )は根入れが無い場合 
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